
【様式第1号】

自治体名：浦安市

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 527,512,103,746   固定負債 71,237,673,519

    有形固定資産 444,109,151,997     地方債等 31,789,127,421

      事業用資産 245,209,483,414     長期未払金 278,216,030

        土地 157,758,358,585     退職手当引当金 9,706,831,405

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 192,080,335,096     その他 29,463,498,663

        建物減価償却累計額 △ 111,852,934,153   流動負債 8,518,517,655

        工作物 38,795,191,130     １年内償還予定地方債等 5,042,458,574

        工作物減価償却累計額 △ 32,248,620,424     未払金 1,006,490,015

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 107,274,763

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 910,833,462

        航空機 -     預り金 1,161,110,207

        航空機減価償却累計額 -     その他 290,350,634

        その他 - 負債合計 79,756,191,174

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 677,153,180   固定資産等形成分 536,656,778,974

      インフラ資産 193,261,108,326   余剰分（不足分） △ 72,398,679,854

        土地 136,737,143,656   他団体出資等分 -

        建物 10,934,347,675

        建物減価償却累計額 △ 8,299,005,552

        工作物 159,421,217,567

        工作物減価償却累計額 △ 106,104,485,975

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 571,890,955

      物品 11,637,564,685

      物品減価償却累計額 △ 5,999,004,428

    無形固定資産 5,259,736,647

      ソフトウェア 79,224,318

      その他 5,180,512,329

    投資その他の資産 78,143,215,102

      投資及び出資金 64,288,457,400

        有価証券 64,177,250,000

        出資金 111,207,400

        その他 -

      長期延滞債権 1,254,117,940

      長期貸付金 67,707,567

      基金 12,299,840,283

        減債基金 -

        その他 12,299,840,283

      その他 349,426,217

      徴収不能引当金 △ 116,334,305

  流動資産 16,502,186,548

    現金預金 6,233,048,128

    未収金 1,140,585,601

    短期貸付金 2,188,786

    基金 9,142,486,442

      財政調整基金 9,137,402,585

      減債基金 5,083,857

    棚卸資産 339,008

    その他 3,182,556

    徴収不能引当金 △ 19,643,973

  繰延資産 - 純資産合計 464,258,099,120

資産合計 544,014,290,294 負債及び純資産合計 544,014,290,294

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：浦安市

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 3,944,069

    その他 2,189,043

純行政コスト 100,509,289,343

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 18,134,549

  臨時利益 6,133,112

  臨時損失 18,903,825

    災害復旧事業費 769,270

    資産除売却損 6

    使用料及び手数料 4,314,581,589

    その他 2,763,914,059

純経常行政コスト 100,496,518,630

      社会保障給付 15,641,362,429

      その他 239,549,546

  経常収益 7,078,495,648

        その他 2,334,106,535

    移転費用 58,437,950,933

      補助金等 42,557,038,958

      その他の業務費用 2,644,072,331

        支払利息 211,592,261

        徴収不能引当金繰入額 98,373,535

        維持補修費 2,188,984,495

        減価償却費 8,319,869,493

        その他 359,985,955

        その他 238,160,771

      物件費等 32,313,809,101

        物件費 21,444,969,158

        職員給与費 12,533,368,303

        賞与等引当金繰入額 909,065,462

        退職手当引当金繰入額 498,587,377

  経常費用 107,575,014,278

    業務費用 49,137,063,345

      人件費 14,179,181,913

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

自治体名：浦安市

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 457,376,885,791 532,575,551,620 △ 75,198,665,829 -

  純行政コスト（△） △ 100,509,289,343 △ 100,509,289,343 -

  財源 102,933,714,328 102,933,714,328 -

    税収等 69,263,810,995 69,263,810,995 -

    国県等補助金 33,669,903,333 33,669,903,333 -

  本年度差額 2,424,424,985 2,424,424,985 -

  固定資産等の変動（内部変動）

    有形固定資産等の増加

    有形固定資産等の減少

    貸付金・基金等の増加

    貸付金・基金等の減少

  資産評価差額 4,237,200,000

  無償所管換等 210,491,812

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 9,096,532 -

  その他 -

  本年度純資産変動額 6,881,213,329 4,081,227,354 2,799,985,975 -

本年度末純資産残高 464,258,099,120 536,656,778,974 △ 72,398,679,854 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計

省 略

連結財務書類では資金収支計算書を省略しています。

2277
タイプライターテキスト
【速報版】




1 
 

令和５年度 
浦安市連結財務書類の注記 

１ 重要な会計方針 
（1）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･････････････････････原則として取得原価 
ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円とします。 
また、開始時（平成 27 年 4 月 1 日）の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
ア イ以外のもの･････････････････原則として取得原価 
イ 道路、河川及び水路の敷地で、昭和 59 年度以前に取得したもの及び昭和 60 年度以後に

無償で移管を受けたもの･････････備忘価額 1 円 
②  無形固定資産･････････････････････原則として取得原価 

 
（2）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券････････償却原価法（定額法） 
ただし、一部の連結対象団体については取得価額によっています。 

② 満期保有目的以外の有価証券 
ア 市場価格のあるもの･･････････市場価格 
イ 市場価格のないもの･･････････取得原価 

③ 出資金 
ア 市場価格のあるもの･････････市場価格 
イ 市場価格のないもの･････････出資金額 

 
（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による低価法 
ただし、一部の連結対象団体については先入先出法による原価法によっています。 

 
（4）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
  ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。 
② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引

及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除き

ます。） ･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
ただし、一部の連結対象団体については、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産の減価償却方法として、リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法によっ

ています。 
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（5） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 
 未収金、長期延滞債権及び長期貸付金については、各々の過去 5 年間の平均不納欠損率により、

徴収不能見込額を計上しています。 
 ただし、一部の連結対象団体においては、公益法人会計基準に規定する計上基準によっています。 
② 退職手当引当金 
本市は千葉県市町村職員を対象とした退職手当組合に加入しており、退職手当債務（期末自己都合

要支給額）から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給され

た額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち本市へ按分される額を加算した

額を控除した額を計上しています。 
また、退職手当組合（退職手当支給事業）の連結については、本市の持分相当の退職手当にかかる

退職手当支給準備金を退職手当引当金に追加計上する（同時に同額を基金（その他）に計上する）

ことで、連結したものとみなすこととします。 
ただし、一部の連結対象団体においては、期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 
 翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、

それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
ただし、一部の連結対象団体においては、賞与の支給見込額のうち本会計年度の期間に対応する部

分を計上しています。 
 
（6）リース取引の処理方法 

 ① ファイナンス・リース取引 
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 
 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  イ ア以外のファイナンス・リース取引 
 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
ただし、一部の連結対象団体においては、公益法人会計基準に規定する計上基準によっていま

す。 
② オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
 
（7）消費税等の会計処理 

下水道事業会計を除き、消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 
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（8）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

・ 物品及びソフトウェアの計上基準 
物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産と

して計上しています。 
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 
ただし、一部の連結対象団体においては、取得価額が 20 万円以上の場合に資産として計上して

います。 
 
２ 重要な会計方針の変更等 

令和２年度より、下水道事業が地方公営企業法の適用となりました。 
 
３ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 
 
４ 偶発債務 
（1）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当事項はありません。 
 
（2）係争中の訴訟等 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求（10 百万円以上）を受けているものはありません。 
 
５ 追加情報 
（1）連結対象団体（会計） 

連結対象としている団体（会計）は、全体財務書類の対象範囲である本市の一般会計、すべての特

別会計及びすべての地方公営企業会計のほか、次のとおりです。 
団体（会計）名 区分 連結の方法 

千葉県市町村総合事務組合 
（退職手当事業） 

一部事務組合 認められたみなし連結の方法による 

千葉県市町村総合事務組合 
（退手以外事業の一般会計） 

一部事務組合  比例連結 
（比例連結割合 1.52％） 

千葉県市町村総合事務組合 
（千葉県自治研修センター特別会計） 

一部事務組合  比例連結 
（比例連結割合 1.32％） 

千葉県後期高齢者医療広域連合 広域連合  比例連結 
（比例連結割合 2.0180％） 

浦安市土地開発公社 地方三公社  全部連結 
公益財団法人うらやす財団 第三セクター等  全部連結 
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連結の方法は次のとおりです。 
① 本市の一般会計、すべての特別会計及びすべての地方公営企業会計は全部連結の対象としていま

す。 
② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 
③ 地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。 
④ 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっても業務

運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。 
 
（2）出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としていま

す。 
なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整し

ています。 
 
 




